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大分県域消防指令業務連携・協力実施計画のポイント 
 

１ 計画作成の趣旨 

  ・県内１４消防局・本部が、大分県全域で消防指令業務の共同運用を円滑に実施・運営する 

   ため、準備段階からの体制づくり、施設整備等、システム運営の大枠を定めるもの 

  ・全県1区での共同運用は、実現すれば全国初 

  ・計画作成により、施設整備には交付税措置のある有利な起債が認められるなど、国による 

   財政支援が受けられる ⇒ 緊急防災・減災事業債（充当率 100％、交付税算入率 70％） 

  ・これに加え、県独自に交付税措置されない起債償還額への補助（総額の１５％相当額）等、 

   市町村実質負担額に対する１／２補助が受けられる 

 

          
 
２ 連携・協力の円滑な実施を確保するための基本方針 

  ・人口減少が進行する一方で、対応すべき災害は複雑化・多様化 

     大規模火災・地震、豪雨、火山、テロ等 

  ・新型コロナ禍等、財政的資源悪化の中、行政のデジタル化や「新しい日常」への対応も 

  ・人的・財政的資源の有効活用による持続的な消防体制の整備・確立が必要 

     大分県域の消防指令業務の共同運用による連携・協力 

       ①大規模災害時の早期の情報把握と迅速・効率的な部隊運用 

       ②一本化による１１９番通報集中時の受信・処理能力の向上と整備費等の効率化 

       ③通信指令員の適正配置による現場要員の増強 等 

  ・県内１４消防局・本部で共同運用検討協議会を設置し、円滑な準備を協議 

     運用開始後は（仮称）共同運用連絡協議会を設置見込み 

 
３ 実施スケジュール、内容及び方法 

(1) 実施スケジュール 

   令和２～３年度 システム設計（令和２年度基本設計 令和３年度実施設計） 

   令和４～５年度 庁舎及びシステム整備 ⇒ 令和６年４月１日共同運用開始 

 

(2) 内容及び方法 

   ・県内全域の消防指令業務に関する事務を地方自治法の規定に基づく大分市へ 

の事務の委託により実施予定 

   ・人員は管理運営要員７名、通信指令員４２名の合計４９人を配置 

      人口割を基本に１４消防局・本部から配置 

      社会情勢の変化等があれば、協議により適正人員を確保 

 

(3) その他 

更新予定 令和11年度中間更新  令和16年度全面更新 

庁舎整備（ＰＦＩ法に基づく整備・買取り） 

  令和２年度 事業者決定  令和３年度 詳細設計 

  令和４～５年度 工事   令和６年度 供用開始 

15% 15%

県費補助 実質負担

交付税算入率： 70％

充当率：100％
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４ 費用の見通しと分担方法 ⇒ 共通経費は按分、個別分は各々 

(1) 整備費用 

   現時点で総額７４億７,０００万円、別途庁舎建設費１０億円を上限（大分市） 

     ≪整備費内訳≫ 

       共通機器等 １１億５,０００万円  別途庁舎建設費 上限１０億円 

  個別機器  ６２億２,０００万円  （大分市が負担） 

       委託費    １億      円 

   ・共通機器等 ⇒ 均等割５０％・人口割５０％ 

      システム調達等に伴う委託費もこれに含む 

      人口は、国勢調査確定値が公表される翌年度に見直し 

   ・個別機器  ⇒ 各消防局・本部 

   ・今後、実施設計等を進めながら費用を精査し、その節減・効率化を図っていく 

   ・次回更新等については、必要に応じ別途協議 

 

(2) 運用開始後の運営費 ⇒ 共通経費の按分方法を変更（人口割を７０％に拡大） 

    現時点で令和６年度推計上限額１１億９,７００万円 

     ≪運営費内訳≫ 

       人件費       ３億５,０００万円 

 指令・無線システム ３億３,１００万円 

       庁舎管理費       １,０００万円 

       回線使用料     ５億  ６００万円 

   ・人件費…各消防局・本部で負担 

   ・指令システム等維持管理費 

      共通機器…均等割３０％・人口割７０％を基本 

      個別機器…各消防局・本部で負担 

   ・デジタル無線に係る設備保守費 

      共通回線…均等割３０％・人口割７０％を基本 

      個別回線…各消防局・本部で負担 

   ・庁舎管理経費…総額は大分市複合公共施設に係る維持管理費を床面積で按分 

           総額の按分は均等割３０％・人口割７０％を基本 

   ・ネットワーク回線使用料 

      共通回線…均等割３０％・人口割７０％を基本 

      個別回線…各消防局・本部で負担 

   ・今後、実施設計等を進めながら費用を精査し、その節減・効率化を図っていく 

 

５ 連携・協力を行う消防事務とそれ以外の消防事務の連携の確保 

  ・消防指令センターが運用するシステムのネットワークを活用 

  ・定期的に開催する（仮称）共同運用連絡協議会等において情報共有 

 

                              


